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地球温暖化の進行により沿岸域への影響拡大が懸念されている．開発途上国では海面上昇に対する防護

策の整備が間に合わず，被害が大きくなることが予想される．そのような地域ではマングローブなどの自

然の防潮堤が高潮などに対して有効であることが考えられる． 
本研究では高分解能 GIS データと浸水シミュレーションモデルを用いて，マングローブの防波効果を組

み込み，南太平洋島嶼国に対する海面上昇，高潮に対する浸水影響の評価を行った．その結果，海面上昇

が進むにつれて恒久浸水が飛躍的に増加することや，高潮による高人口密度地域への浸水が起こる傾向が

見られた．またマングローブは，対象地域全体において，海面上昇2m時に高潮による浸水面積を約13.5%，

影響人口を 3.0%減少させ，減災機構として機能することが示された． 
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1. はじめに 
 
現在，地球規模の環境変動により，海面上昇や高潮の

影響拡大など，沿岸域における浸水影響の拡大が懸念さ

れている．この状況において，開発途上国では財政難や

技術力不足から対策が間に合わず，今後さらに沿岸域へ

の被害が大きくなることが予想される． 

特に開発途上国が多い南太平洋島嶼国はサイクロンの

通り道であるため，高潮や潮汐の影響を受けやすい上に，

予算や景観保護のため，大規模な防潮堤などの建設も困

難であることから，将来的に浸水被害が増大することが

考えられる． 

そのような地域においてはマングローブなどの海岸植

生が自然の防潮堤として機能している．自然環境を組み

込み防災・減災を行っていくグリーンインフラストラク

チャーの考え方の普及もあり，マングローブなどの海岸

植生が有する減災効果の積極的利用の機運が高まってき

ている．マングローブはDanielsonら(1や柳沢ら(2によって

2004 年のインド洋大津波や 2009 年のサモア地震津波に

おいて減災の効果があったことが報告されている他，松

田ら(3やHongzhouら(4など、ベトナムやアメリカなどに

生息するマングローブを対象とした，高潮に対する粗度

の算出や検討が行われている．しかしながら，いずれも

SRTMや ETOPOなどメッシュサイズが 90m以上のデー

タで検討が行われており，詳細な検討が行えていない可

能性がある．また，高潮を対象に数ヶ国で海岸植生の減

衰効果に着目して行われた研究は少ない．以上を踏まえ

て，本研究では南太平洋島嶼国におけるマングローブが

有する減衰効果(粗度)を考慮した上で，高分解能 GIS デ

ータと浸水シミュレーションモデルを用いて，海面上昇

や高潮による浸水影響を評価することを目的とする． 

 

 

2. 研究方法 

 

(1) 対象地域とデータセット 

本研究の対象はサモア独立国(ウポル島・サバイイ島)，
ソロモン諸島(ガダルカナル島)，フィジー共和国(ビチレ

ブ島)の 3 ヵ国とした．対象地域の総面積は約 19,300km2，

総人口は約 103万 2千人である．いずれの国家も開発途

上国であり，沿岸部に首都のような人口密集地域が存在

する，サイクロンの到来シーズンがあるなど，今後も高
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潮の影響を大きく受ける可能性が高いこと，マングロー

ブ林が存在していることが選定理由である．これら 3ヵ
国は複数の島からなる島嶼国であるが，人が居住してい

ない島も存在するため，首都が存在するなど，人口が多

い島に絞って検討を行った．対象地域を図-1に示す． 
 本研究で使用したデータの一覧を表 1に示した．外力

データについては佐藤ら(5が1949年から1988年までの台

風のデータを元に推算したものを用いた．対象地域上に

表-1 に示した標高データを基準として 30 秒メッシュを

設定し，そこに土地利用や外力のデータを与えた．人口

データはメッシュサイズを変更せずに，標高データと重

ならない人口を持つメッシュを最も近い陸域のメッシュ

へと人口を移すなどして，標高データと形が整合するデ

ータに加工した． 
 

 
図-1  対象地域(OpenStreetMapより引用) 

 

表-1  使用データ一覧 

 

 

(2) シナリオの設定 

 本研究では，「高潮の有無」「マングローブの有無」

を考慮し，浸水シミュレーションのシナリオを設定した．

各シナリオについては表-2 にまとめた．以後，潮汐と

海面上昇のみを考慮したシナリオを「Aシナリオ」，潮

汐・海面上昇・高潮のみを考慮したシナリオを「B シナ

リオ」，潮汐・海面上昇・高潮とマングローブを考慮し

たシナリオを「C シナリオ」とする．海面上昇について

は 100年後の予測値が IPCC(6からシナリオ別に報告され

ているが，海面上昇には地域差が存在すると述べられて

いることから，本研究では 0m から 2m までの幅広い値

の海面上昇を想定し，シナリオを設定した．マングロー

ブの有無による違いは 2章 3節に記載する． 

 

表-2  浸水シミュレーションのシナリオ 

 
 

(3) 摩擦損失係数について 
a) マングローブによる摩擦損失 

 松田ら 3)の論文によると 1.5km幅の 6 歳のマングロー

ブ森林は外洋で 1m の波を海岸線で 0.05mまで減衰させ

ると報告されている．本研究ではこの値を用いてマング

ローブの土地利用における摩擦損失の式(1)を設定した．

また，本研究ではマングローブの有無による差を調べる

ため，先に述べたBシナリオにおいてはマングローブが

全て切り倒されたということを想定し，マングローブの

摩擦損失を 0とおいた． 

マングローブ摩擦損失(m)=(高潮+潮汐)(m)×(1-0.8
x(m)

100(m)) 

損失を考慮しない場合：0 

・・・(1) 

ここでxは通過距離を表す． 

b) マングローブ以外の土地利用における摩擦損失係数 
 マングローブ以外の土地利用の摩擦損失係数は国際航

業グループが公表している 2011 年に起きた東日本大震

災における津波の波高 7)と現地調査により測定した浸水

深を用いて，津波の持つエネルギー(位置水頭と速度水

頭)から設定された重回帰式より推定されたものを用い

た．土地利用区分と区分毎の摩擦損失係数を表-3に示す． 
 また，元データの土地利用を表-3の土地利用区分へと

再分類した． 
 

表-3   土地利用区分及び摩擦損失係数 

 

 

(4) 修正標高データ 

 本研究ではメッシュが持ちうる最小の標高を，ArcGIS
を用いて元の標高データから求められた傾斜角を用いて

推算した修正標高を用いた．修正標高の算出式を式(2)
に示す．修正標高を用いることでメッシュ毎の浸水割合

を計算することができるようになる．浸水割合について

は 2章 6節で述べる． 

データ データ名称 作成機関・データソース 年次 精度

標高
ASTER GDEM
(ASTER Global Digital Elevation Model)

経済産業省
米国航空宇宙局（NASA） 2009

1秒メッシュ
（約30m）

土地利用

GLCNMO
 (Global Land Cover by National Mapping
Organization)

世界各国・地域のNGIA
(National Geospatial Information
Authority)

2013
15秒メッシュ
（約500m）

水深 ETOPO5
米国NGDC
 (National Geophysical Data Center)

1998 5分メッシュ

潮汐 潮汐表 海上保安庁　水路部 1999 観測点データ

台風 IBTrACS
米国NOAA
 (National Oceanic and Atmospheric
Administration)

積算値 観測点データ

マングローブ
Global Mangrove Forests
Distribution, v1(2000)

米国航空宇宙局(NASA) 2013 ポリゴンデータ

シナリオ名 外力 海面上昇 波高減衰 マングローブの有無
A0 なし × -
A1 1.0m × -
A2 2.0m × -
B0 なし ○ ×
B1 1.0m ○ ×
B2 2.0m ○ ×
C0 なし ○ ○

C1 1.0m ○ ○

C2 2.0m ○ ○

潮汐＋高潮
(マングローブ無)

潮汐+高潮
(マングローブ有)

潮汐のみ

土地利用
波高減衰係数

(m/m)
建物用地 0.01250
森林 0.00380
田、その他農用地 0.00520
河川地及び湖沼、海浜 0.00410
荒地、幹線交通用地 0.00400
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HM=HE-A∙ tan θ /2.0 
・・・(2) 

ここに，HMは修正標高(m)，HEは元の標高(m)，Aは分解

能(m)，θは傾斜角(rad)を表す． 
 
(5) 浸水シミュレーションモデルの概要 

 本研究で用いた浸水シミュレーションモデルの仕組み

は，海岸線沿いに与えられた外力(波高)よりも地盤高が

低い区域を浸水予測区域として設定し，浸水メッシュか

ら周囲 8方向における外力以下の地盤高を持つメッシュ

を浸水させていくものである．そのため，極めて簡易な

計算にて浸水域の予測を実施できる． 

また，高潮を考慮しているシナリオにおいて，前述の

土地利用ごとに設定された摩擦損失を用いて，浸水段階

が進むごとに恒久浸水深(潮汐+高潮)を下限として波高

を減衰させている． 

 
 (6) 浸水影響の算出と評価 

浸水計算プログラムから出力された浸水域データおよ

び浸水深データを用いて ArcGIS 上で浸水面積を算出し

た．本研究ではメッシュごとの浸水深から浸水割合を算

出し，それを考慮した上でシナリオ毎に浸水面積を算出

した．浸水割合の定義式を式(3)に示す． 
 

X
A

=
1
2

+
(HW-HE)

A・ tan θ 

・・・(3) 
 

ここでAは分解能(m)，HWは浸水波高(m)，HEは標高(m)，
θは傾斜角(rad)を表す．  
影響人口に対する評価は，海面上昇が起こってないシ

ナリオについては現在の人口を，海面上昇が起こってい

るシナリオには100年後の将来人口を対象に行った．100
年後の将来人口については国連の HP8)より現在の人口と

100 年後の将来予測人口のデータを入手し，将来予測人

口を現在の人口で除したものを対象地域内の人口に乗じ

て算出した． 
 

 

3. 結果と考察 

   

(1) 浸水面積・影響人口の評価 

  対象地域全体におけるシナリオごとの浸水面積を図-2
に，シナリオごとの浸水影響人口密度を図-3に示す． 
 浸水面積を見ると海面上昇2.0m時には，潮汐による恒

久浸水域が海面上昇 0m時の 23倍ほどに増加しており，

恒久浸水による土地の喪失が予想される結果となった．

浸水域影響人口分布を見ると現状から将来にかけても浸 

 

図-2  シナリオごとの浸水面積 

 

 

図-3  シナリオごとの浸水影響人口密度 

 

 
図-4  海面上昇による浸水域変化 

(サモア，ウポル島最西端付近) 

 
水影響人口が全体人口密度を上回っており，人口が多い

都市部などが浸水していることが示唆された．また，海

面上昇が生じた時には，潮汐による影響人口密度と比較

して高潮による一時浸水域内の影響人口が常に増加傾向

であることから，高潮が人口密集地により影響を与える

ようになることが予想される．海面上昇浸水域の変化の

一例として サモアのウポル島最西端付近を図-4に示す．

この例においては海面上昇により潮汐の浸水面積が大き
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く増加していること，高潮により潮汐によって浸水しな

かった沿岸域の高所が浸水していることが分かる． 
 マングローブによる防護効果としては海面上昇 2m 時

に最大値を取り，高潮のみによる一時浸水(高潮の影響

－潮汐の影響)に対して，浸水面積を約 13.5%，影響人口

を3.0%減少させたことから，将来的にも減災面で有効に

機能することが示された． 
 

 (2) マングローブの国ごとにおける防護効果 
 マングローブの有無で減少した浸水面積と影響人口を

浸水したマングローブの面積で除すことでマングローブ

単位面積あたりの防護効果を算出した． 
国ごとの浸水マングローブ単位面積あたりの防護浸水

面積を図-5 に，浸水域の分布についてフィジーの Cautata
村付近を図-6に示す． 
防護浸水面積について，図-5 から分かるように国ごと

に全く異なる傾向を示した．サモアでは海面上昇が 2m
になると 1mの時の 10倍以上に増加した．これは，やや

高い場所に存在する平地をマングローブが防護している

ためであると考えられ，今後海面が上昇した際に重要な

減災の機構としてマングローブが機能することを示して

いる．ソロモン諸島では，マングローブはほとんど減衰

に寄与しておらず，防護機構として機能しづらいという

ことが示唆された．これは沿岸部における平地の割合が

高いためであると思われる．フィジーにおいては 0m 時

を最大として，1mで最小値を取り，2mで 0mと 1mの中

間値付近を取るという結果が現れた．これは沿岸域に標

高が低い場所が多く，マングローブによる減衰効果が現

れづらかったためであると考えられる．ただし，防護面

積は全体的に増加傾向であり，図-6 に見られるようにマ

ングローブの有無によって浸水域が大きく異なる地域も

存在することから，将来的にも高潮に対する減災機構と

しては十分な働きを続けると考えられる． 
防護影響人口の変化ついては，サモアとソロモン諸島

は防護面積と同じような傾向を取ったが，フィジーにお

いては異なる傾向が見られた．具体的には，フィジーに

おいては海面上昇 2m 時に人口防護効果が 20.4 人/km2と

なり，海面上昇なしの時の 81.0人/km2の約 0.25倍という

結果になった．これはフィジーにおける単位面積当たり

の防護面積の変動(約 0.82 倍)と比べて大きく減少してい

る．このことから，フィジーにおいては海面上昇時に恒

久浸水によって人口密集地が既に浸水しており，マング

ローブの防護効果が人口が少ない内陸に現れているため

であると考えられる． 

 
図-5  マングローブ単位面積あたりの減少浸水面積 

 

 
図-6   マングローブの有無による浸水域変化 

(フィジー，Cautata村付近) 

 
 
4. おわりに 

 

本研究では高分解能GISデータおよび，浸水計算シミ

ュレーションを用いて，サモア，ソロモン諸島，フィジ

ーの 3ヵ国においてマングローブの粗度を考慮し，海面

上昇と高潮による浸水影響評価を行った．その結果，こ

の地域が将来海面上昇が生じた際，恒久浸水により大き

く土地が失われる他，サイクロンによる高潮によって被

災する人口密集地への影響が大きくなることが明らかと

なった．また，マングローブによる防護効果は全体では

海面上昇 2m時に高潮による一時浸水域を約 13.5%，影

響人口を約 3.0%減少させており，減災にマングローブ

が大きく貢献していることが分かった．一方で，その防

護効果は国ごとの地形によって大きく異なる傾向を取

り，地形によっては防護効果がうまく発現しないことも

明らかとなった． 

なお，本研究で用いた外力データは，佐藤らが 1949
年から 1988年までのデータを元に算出したものを用い

ている他，マングローブデータについても 2000年時点

のものであり，現在の状況などが取り入れられていない
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ため，より今に適した評価を行うためには，これらのデ

ータの更新が必要である．また，マングローブの粗度は

ベトナムで松田らによって測定されたものを，その他の

土地利用は日本の東北地方のデータから算出されたもの

を用いているためより現地にあった評価を行うために

は，現地調査等を行った上で現地に適した粗度や現在の

土地利用を設定することが望ましい．さらにマングロー

ブなどの海岸植生の粗度は植生の種類や樹高などによっ

ても異なるため，樹高などに応じた粗度の設定などを行

っていくことを今後の課題としたい． 
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